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平成29年度税制改正に関する要望

標記に関して別添の通り要望いだしますので、何卒よろレくお願い申レ上げます。
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要望の優先順位上位三項目

① 医療機関において控除対象外消費税が発生しないように税制上の措置を

講じること。

② 医療機関における社会保隙診療報酬｜｜に係る事業税非課税指置を容続する

こと。

③ 侍分の定めのない社団医療法人になるための持分放棄に関して、医療法

人に刻するみなし贈与税課税を行わないようにすること。



平成 29年度税制改正に関する重点要望項目

【国税1

1.医療機関が多額の控除対象外消費税等を負担せざるを得ない現行税制を改め、診療報酬に仕

入税額相当額として上乗せされている部分以外の仕入消費税額を税額箆隙（還何〉できるよう

に税制上の指置を講じること。

《理由》

現行制度上、社会保険診療報酬が非課税売上とされるため、材料仕入、委託費、設

備投資等に係る仕入消費税の相当部分について医療機関が最終負担者となる状態が

生じている。

このような状況を鑑み、社会保陵診療報酬には仕入消費税相当額を上乗せすること

とされているものの、消費税導入時や税率引上げ時における過去の経緯からは、その

上乗せ補填率の妥当性には疑義が生じざるを得ない。

社会保険診療報酬上の画一的な上棄ぜという方法では、個々の医療機関の特性や事

情に応じた仕入消費税額の補填はできず、公平性 ・中立性という観点からは問題が残

る。

また、医療機関の仕入消費税相当額が社会保隙診療報酬に上乗せされていることは、

保験料を通じて国民が社会保険診療に係る支払消費税相当額を負担していることを

意味する。このことは、実質的には社会保隙診療が消費税非課税とはなっていないこ

とを表レており、 「医療費に係る消費税を国民に負担させないJという社会保陵診療

報酬の消費税非課税措置の論拠は薄弱と言わざるを得ない。

上記のような問題の阪本的解決のだめには、社会保駿診療報酬について消費税課税

扱いに改め、医療機関で控隙対象外消費税が発生レないようにする他ない。

レかし、社会保険診療報酬の課税吸いへの変更が短期的には実現困難な現状を考慮

すると、現在の社会保陵診療報酬への仕入消費税相当額上乗せ方式をペースとしつつ、

その上乗せ額を超過する控僚苅象外消費税を税額控除（還惜）することができるよう

に税制上の措置を講じて頂きだい。

なお、短除対象外消費税の発生という税制の不完全性に起因する問題を、 1呆験制度

の中で解決するという現行方式を未来永劫継続することは困難である。

我が国の社会保障制度を守るためには、国民全体の共助の仕組みである貴重な保険

財源を控除苅象外消費税のために費消するのでは無く、消費税法を改正して医療機関

や介護施設が控隙対象外消費税を負担しない仕組みを中長期的に構築していくこと

が必要である。
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平成29年度税制改正に関する要望

【国税1
1 .医療法人の持分放棄に関してみなし贈与税課税を行わないこと

《理由》

医療法でlet持分の定めのある社団医療法人の設立は認められなくなっ疋が、第五次医療活改正

前に設立された持分の定めのある社団医療法人力唯過指置に基づいて未だ多く存在している。こ

のよう尉寺分の定めのある社団医療法人が、医療活の精神に則って持分政棄を行うと、相続税法

第66条第4頂に基づいて医療法人を個人とみなレた贈与税の課税（みなし贈与税課税〉が行わ

れる可能性がある。

医療法人では決算配当を行うことが認められていないだめ、その獲得した利益は事業のために

再投資されることが必定となっており、医療法人に苅する出資持分は活人解散や社員退社などの

特殊な事情tfない限り換価性を持たないものである。

このような医療法人に対する出資持分を放棄して持分の定めのない社団医療法人に組織変更

することは、医療法人が地鼠医療の中で果たす役割を出資者が認識して、医療法人の財産を私的

に支配するものから地域の公共的な所有財産に変換する行為に他ならない。

相続税法第66条第4項で定められたみなレ贈与課税の制度に関しては、その不適用要件を相

続税法施行令第33条第3頂で規定レているが、同規定の内容では持分放棄が行われだ医療法人

に苅レてみなレ贈与課税が行われる可能性力Tある。医療法の精神に則った医療法人の非営利’間重

化をより一層進めるためには、持分の定めのない社団医療法人になるための持分自主棄に闘しては

みなし贈与諜税の適用を行わないようにすべきである。

2.医療法人の出資評価で類似業種比準方式を採用する揚合の参照株価は「医療福祉」と「その

他の産業」のいすれか怪い万とすべきである。

《理由》

医療法人への出資を類似業種比準方式により評価する揚合の業種目は「その他の産業」 lこ該当

することとされている。その理由として「医庇去人は、医虜ぞ；去上剰余金の配当力T禁ヰされている

など、会社活上の会社とは異なる特色を有している」ためと説明されている。

相続税法上の出資評価を必要とする医療法人は「持分の定めのある社団医療法人 （持分あり社

団〉」である。この持分あり社団の新設は現在は認められなくなったものの、わが国の医療法人5

0,866のうち、持分あり社団は41.027と80.7%を占めており（平成27年3月31日現在〉、い

まだ地域医療を麦える重要な存在である。

持分あり社団は、剰余金配当が組上されているという点で会社と異なるものの、その事業内容

からは「医療福干止Jに分類することも可能である。すなわち、持分あり社団は「医療福祉」と「そ

の他の産業Jの両方の要素を併せ持つ法人であるといえる。
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このような医療法人の矧徴を考慮すると「その他の産業」で画一的に株価を評価する現状の取

扱いは合理的では無く、「医療福祉」と「その他の産業Jの両方の性格を併せ持つ法人として、 「医

療福祉」と「その他の産業Jのいずれか低い株価を基礎として類似業種比準方式の株価を計算す

るように改めるべきである。

3.医療機関の設備投資を促進するための税制を鉱売すること。

《理由》

超高齢化社会を迎えて、日本全国の医療機関の多くは、 i也鼠医療構想や1出国包活ケアジステ心、

地域医療計画といった施策の中で機能分化を促進するための設備投資を行う必要に迫られてい

る。

また、医療関係設備（建物、建物附属設備、医療機器、電子力ルテ等の情報システム等〉につ

いては妓術革新力漕しく、早期の投資回収／再投資が必要である。

医療機関は、国公立 ・公的 ・民間を間わず、同じような経営環境下にあるが、民間病院は税引

後利益を原資とした設備投資を行わざるを得す、税負担がない国公立・公的病院との聞の公平性

を欠いている。

地域医療構想などに基づき、民間病院も国公立 ・公的病院と同様の義務と重任を負った地i或の

医療インフラとしての役割を求められている。このような民間病院の経営環境を考慮すると、次

のような税制上の手当を行うべきである。

府院用建物、医療機器、医療情報システム等に関する活定耐用年数の短縮。

地鼠医療構想や医療計画に沿った病院の機能分化を行うための設備投資に刻する税額控

除制度の創設。

4.資産に係る控際苅象外消費税等を発生時の損金とすることを認めること。

《理由》

社会保隙診療報酬等について消費税及び地方消費税刀守民票税となっていることにより医療機

関では多額の控除対象外消費税等が発生しているσ この控除却象外消費税等については、法人税

の計算上損金として処理することになる力土建物や医療4鍛きなどの資産の取得に関レて発生した

｝空際対象外消費税等は60ヶ月にわたって損金にわ望日計上する取扱いとなっている。

控除対象外消費税等は預り消費税から控除することができなかった支払消費税であり、その発

生時に負担力可雀定レている。

また、将来にわたって支出の苅果が及ぶものでちない。

このような控隙対象外消費税等を発生時の損金とレて処理することを認めないことは医療機

関の開設主体に苅して過剰な法人税の負担を発生させるものであり、資産に係る控除苅象外消費

税等については発生時に全額損金算入できるように制度を改めるべきである。
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【地方税〕

1 .医療機関における社会保陵診療報酬に係る事業税非課税指置を葎続すること。

《理由》

医療機関、特に病院は、地域医療計画に定められた地域医療提供体制の重要な一員である。我

が国の民間病院は地域医療の重要な担い手であるという意味において、国公立病院や公的病院と

何ら変わりない。

1952年の議員立法によって社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置が設けられたのは、

医師に店召義務が課された我が国の医療機関が、国民皆保隙制度のもとで国民の健康と命を守り、

学校健診 ・穀倉、医療などの地域公共サービス提供主体を担っていること等が考慮されだからであ

る。

超高齢化社会を迎えて地域における民間医療機関の役割はますます重要性を増しており、議員

立法当時の地方税法関連規定創設趣旨を踏まえて、社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置

を今後とも存続していくl広I要がある。

また、地方税法第72条の23第1I頁では、事期見非課税措置の適用を受けることが出来る法

人が限定されているが、上述のような趣旨からは、開設蓄を問わす全ての民間医療機関わ寄諸都見

非課税措置の適用を受けることが出来るようにされたい。

2.民間病院の直接その用に供する固定資産については、公的医療機関と同療に地域医療計画に

よって制約を受けているので、固定資産税、登録免許税及び不動産取得税を非課税あるいは

減税とすること。

《理由》

地域医療を担う民間病院も、公的病院と同様に社会的に位置づけられるものであり、固定資産

保有コストの面で民間痛院と公益病院のイコールフッティングを図るべきである。
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【災害医療拠点としての役割と税制に関する要望】

1 .激甚災害に相当するような、地震忌台風、噴火等の大規模な災害が発生した揚合に、地域医

療の重要な拠点としての役割を果たす医療機関や介護施設に関しては、その機能復旧を支援

するための税制上の特段の配慮を行うこと。

《理由》

地震や台風、あるいは噴火などの大規模な災害が発生レた揚合にl広その災害発生地域にある

医療機関や介護施設も甚大な損害を被る。

その際に、損害の発生を起因としだ賠償金や保際金あるいは補助金等を医療機関等が受け取る

ケースがある力えその収入に対して法人税等が課税されると医療機関や介護施設の再建に重大な

支障を与え、地場医療の郁売を危うくレかねない。

また、地震等により固定資産に実質的な機能強損が発生レた場合であってち、固定資産の外観

が大きく霊化していない状態では、未償却残高を臨時損失に計上する等の有姿除却処理力寝任レい

事もある。

我が国の医療機関や介護施設は地鼠住民の生命や健康を守るだめに穴きな役割を果たしてお

り、大規模な災害発生時には特にその役割は重要である。

このような観点から、激甚災害に指定された地域に害する医療機関や介謝傍受が受領する賠償

金や保1黄金について法人税の課税所得計算上で複叡年の益金に繰延計上する事を認めるととも

に、有形固定資産の未償却残高については一定割合を 「みなし除去日」レて損金計上する等の税制

改正を行って、医療機関等の再建を支援する!ili¥要がある。

なお、大規模災害力句が一発生レた際に地鼠医療提供体制が守られるためには、このような税

制改正が災害発生後に様討されるのではなく、平時に事前に様討されておくことが重要である。
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